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我が国経済は、海外での収益増や円安等も反映し、企業収益や株価が過去最高水準とな

る一方、足下では消費・投資は力強さを欠いており、実質GDP成長率は２四半期連続のマイナ

スとなるなど、新たなステージに移行する上での正念場を迎えている。 

日本経済が、コロナ後の「需要不足経済」から「人手不足経済」へと構造変化しつつある中、

経済政策の方向性を雇用維持重視から労働移動円滑化に大きく変え、この構造変化を経済

の一層の活性化につなげていくことが必要。「人手不足経済」をチャンスに変えて、人材を確

保したい企業の賃上げを後押しし、高付加価値生産性を実現できる産業や企業で働きたい労

働者の動きを後押しする。こうして経済の好循環を回すことで、各企業や国民１人１人が「日本

経済は良くなった」と実感し、「日本経済は今後もよくなる」と期待を持てるようにする。 

 

１．投資の制約要因の解消と「人手不足経済」への対応 

企業の投資計画は高水準であるが、人手不足や資材価格上昇等の中で、実際の投資増に

十分に結び付いておらず、投資拡大を「計画段階」から「実行段階」に移すための後押しが重

要。あわせて、「人手不足経済」をチャンスに変える改革が必要。 

 各省が所管分野において、投資の制約となっている要因がないか急ぎ検証し、その解

消に向けた方策を早急に洗い出すべき。 

 人手不足に対応するためには、徹底的なデジタル化と省人化投資が重要。デジタル技

術の活用を妨げる規制の改革推進を。 

 

２．物価上昇を上回る賃上げ 

多くの企業が人手不足を感じている今こそ、好調な企業業績を賃上げにつなげ、人材確

保・人材定着につなげる好機。 

 企業の持続的な賃上げインセンティブを高めるため、税・補助金・政府調達等を総動員。 

 2024年度予算案において、医療・介護分野の賃上げに必要な予算が措置されたが、

施策効果が実際に現場職員に行き届いているか検証。 

 「賃金は上がることが当たり前」という意識を社会に定着させ、２％程度の物価上昇とそ

れを上回る賃金上昇の実現を目指すべき。 

 円滑な労働移動とスキルアップによって、企業だけではなく人も、高付加価値生産性と、

その結果としての高い賃金が持続的に得られるようにすべき。リスキリング支援を含め、

そのための政策的な後押しが必要。 

 

３．中小企業の付加価値創造 

中小企業が賃上げを実現するためには、「良いものには値がつく」ことを社会の共通理解と

し、適切な値上げを積極的に評価する機運の醸成が必要。また、これまで以上に中小企業が

付加価値を創造していくことも重要。 

 重層的な下請け構造が存在する業界（例：建設、物流、自動車等）では、３次・４次・５

次・・・と下請けが下位になるにつれて、中小企業への「しわ寄せ」が生じる懸念がある。

これまでの転嫁対策の効果・課題を洗い出し、転嫁対策を徹底すべき。 

 中小企業による他企業と差別化できる新商品の開発、デジタル化や省人化投資、海外

等の新たな販路拡大などを支援することで、適切なマークアップ率の確保、付加価値

創造の強力な後押しを。 
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